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１．株式の総数

２．発行済株式 （単位：株）

普通株式

第一種優先株式

第三種優先株式

計

65,000,000

1,200,000

1,000,000

67,200,000

種　類 発行可能株式総数(株)

普通株式

第一種優先株式

計

39,308,470

1,200,000

40,508,470

種　類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)

(平成21年９月30日)

（注）１

（注）１、２

　　　―

東京証券取引所
(市場第一部)

福岡証券取引所

―

―

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

(注) １　単元株式数は100株であります。

２　第一種優先株式の内容については次のとおりであります。

 (1)剰余金の配当

①優先株主配当金

　毎年決算日現在の本優先株主に対し、普通株主に先立ち、本優先株式１株につき、年75

円00銭の優先株主配当金を支払う。

②配当非累積条項

　ある営業年度において本優先株主に対して支払う剰余金の配当の額が、上記優先株主配

当金の額に達しないときは、その不足額は翌営業年度以降に累積しない。

③配当非参加条項

　第一種優先株主に対しては、優先配当金を超えて配当は行わない。

④優先中間配当金

　中間配当を行うときは、本優先株主に対して、普通株主に先立ち、本優先株式１株につき37

円50銭を支払う。

(2)残余財産の分配

　当行は、残余財産を分配するときは、本優先株式を有する株主に対し普通株主に先立ち、１

株につき5,000円の金銭を他の種類の優先株主と同順位にて支払う。本優先株主に対しては、

上記5,000円のほか残余財産の分配は行わない。

(3)議決権条項

　本優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、当行株主総会における議決権を有し

ない。ただし、第一種優先株主は、定時株主総会に第一種優先株主配当金の支払を受ける

旨の議案が提出されないときはその株主総会より、第一種優先株主配当金の支払を受ける旨

の議案が定時株主総会において否決されたときはその株主総会終結の時より、第一種優先株

主配当金の支払を受ける旨の決議がなされる時まで議決権を有する。

(4)株式の併合又は分割及び無償割当等

　当行は、法令に別段の定めがある場合を除くほか、本優先株式について、株式の併合又は

分割を行わない。本優先株主に対し、募集株式の割当てを受ける権利または募集新株予約

権の割当てを受ける権利を与えず、また株式無償割当てまたは新株予約権無償割当ては行

なわない。

(5)取得請求権

　本優先株主は、以下の各号に従い、当行に対し本優先株式を取得するのと引換えに普通株

式を交付することを請求することができる。

①取得を請求し得べき期間

　平成12年12月29日から平成22年９月30日までの間で発行に際して取締役会で定める期

間とする。

②当初交付価額

　当初交付価額は平成12年12月29日の時価とする。ただし、計算の結果当初交付価額が

1,150円(以下「下限交付価額」という)を下回る場合には、下限交付価額を当初交付価額とする。

　「平成12年12月29日の時価」とは平成12年12月29日に先立つ45取引日目に始まる30取

引日の東京証券取引所における当行の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含

む)の平均値(終値のない日数を除く)を円位未満小数第２位まで算出し、その少数第２位を四

捨五入する。尚、上記45取引日の間に、下記③に定める交付価額の調整事由が生じた場合

には、上記の時価は③に準じて調整される。

③交付価額の修正

　交付価額は、平成13年９月30日以降平成22年９月30日までの毎年９月30日(以下それぞ

れ「修正日」という)にその時点での時価に修正される。尚、計算の結果１円未満の端数が生じ

る場合はこれを切り上げる。ただし、計算の結果修正後交付価額が下限交付価額を下回る場

合は修正後交付価額は下限交付価額とする。

　「時価」とは、各修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引

所における普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日数

を除く)を円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。尚、上記45取引

日の間に、下記④に定める交付価額の調整事由が生じた場合には、上記の時価は④に準じて

調整される。

④交付価額の調整

　本優先株式発行後、当行が１株当たり時価を下回る払込み金額での新たな普通株式の発

行、株式分割その他一定の場合には、交付価額(下限交付価額を含む)を次に定める算式(以

下「交付価額調整式」という)により調整する。ただし、交付価額調整式により計算される交付

価額が1,000円を下回る場合には、1,000円をもって調整後交付価額とする。

　調整後交付価額＝調整前交付価額×(既発行普通株式数＋(新規発行普通株式数×１株

当たり払込金額)／１株当たり時価)／(既発行普通株式数＋新規発行普通株式数)

⑤交付により発行すべき普通株式数

　本優先株式の取得請求により発行すべき普通株式数は、次のとおりとする。

　交付により発行すべき普通株式数＝(本優先株主が交付請求のために提出した本優先株式

の発行価額総額)／交付価額

⑥優先株式の一斉取得

　本優先株式のうち、平成22年９月30日までに取得請求のなかった本優先株式は、平成22

年10月１日(以下一斉取得日という)をもって、本優先株式１株の払込金相当額を一斉取得日

に先立つ45取引目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における普通株式の普通

取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日数を除く)で除して得られる数の

普通株式を交付するのと引換えに取得する。当該平均値の計算は円位未満小数第２位まで

算出し、その小数第２位を四捨五入する。ただし、この場合当該平均値が1,150円を下回ると

きは、本優先株式１株の払込金相当額を1,150円で除して得られる数の普通株式となる。上

記の普通株式数の算出に当たって１株に満たない端数が生じたときは、会社法第234条に従

いこれを取り扱う。

■新株予約権等の状況
該当ありません。

■ライツプランの内容
該当ありません。

■発行済株式総数、資本金等の推移

■株式の総数等

平成21年
９月30日

―　　 

年月日
発行済株式
総数増減数

(千株)

40,508

発行済株式
総数残高
(千株)

―　　 

資本金
増減額
(千円)

54,127,114

資本金
残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

―　　 10,000,000

資本準備金
残高

(千円)
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①普通株式　　　平成21年９月30日現在

■大株主の状況

（単位：千株、％）

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ）

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ）

琉 球 銀 行 行 員 持 株 会

沖 縄 電 力 株 式 会 社

オ リ オ ン ビ ー ル 株 式 会 社 

大 同 火 災 海 上 保 険 株 式 会 社

株 式 会 社 み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行
（ 常 任 代 理 人 　 資 産 管 理 サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社 ）

シービーエヌワイデイエフエイインターナショナルキャップバリューポートフォリオ
（ 常 任 代 理 人 　 シ テ ィ バ ン ク 銀 行 株 式 会 社 ）

ス テ ー ト 　 ス ト リ ー ト 　 バ ン ク 　 ア ン ド 　 ト ラ ス ト 　 カ ン パ ニ ー 　 5 0 5 1 0 4
（ 常 任 代 理 人 　 株 式 会 社 み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行 決 済 営 業 部 ）

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 9 ）

　 計 　

発行済株式総数に対する
所 有 株 式 数 の 割 合

2,084

1,804

881

689

627

617

450

443

379

349

8,326

5.30

4.59

2.24

1.75

1.59

1.56

1.14

1.12

0.96

0.88

21.18

氏 名 又 は 名 称 所有株式数

②第一種優先株式　　　平成21年９月30日現在 （単位：千株、％）

株 式 会 社 整 理 回 収 機 構

　 計 　

発行済株式総数に対する
所 有 株 式 数 の 割 合

1,200

1,200

100.00

100.00

氏 名 又 は 名 称 所有株式数
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